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皆さん、こんにちは。このシンポジウムも第
3 回を迎えることができました。第 1 回目が
2015 年の 7 月 12 日。普通こういう集会は 1年
に 1 度ぐらいしかやらないと思いますが、7カ
月ぐらい経った 2 月 28 日に、もう第 2 回やっ
ています。そして、また 9カ月ぐらいで第 3回。
このような短いテンポでの開催は、この企画が
皆さんの要求に非常にぴったり合っていて、ぜ
ひやってほしいということなのだろうと思いま
す。
中身についても、第 1回は京都大学大学院の
岡田先生がお話をされて、4人のパネラーとい
うことから始まって、だんだん発展して、今回
は世田谷区長にもおいでいただけることになり
ました。自治体の役割、産業政策、地域経済な
どなどについてお話しいただけると伺っていま
す。世田谷といえば公契約の話も出てくるのか
なと考えてます。
世田谷の公契約の問題は、2006 年にはすでに
準備会ができて粘り強いたたかいが行われ、条
例ができあがったのが 2014 年の 9月ですから、
8年かかっているわけです。その途中は、今日
お見えになってます、世田谷区職労出身の中村
さんなどがよくご存じですけれども、大変なた
たかいがあっただろうと思います。とりわけ報
酬の下限限度額の問題を明記するかどうかとい
うことについて、それぞれの立場で考え方の違
いもあって、かなりの論戦などがあったと聞い
たこともあります。できあがった条例について
も、たとえば罰則規定の問題などについて課題
があるのかなというふうに思いますけれども、
結果、そうした業者は入札に参加しにくい。そ

ういうことも盛り込まれており、苦労の末にい
ろいろな考えの方々が、成果をきちっと作った
という意味で、たいへん有意義な条例だと思っ
ています。
今回のパネルディスカッションでは、吉田先
生にコーディネーターをしていただきます。以
前、吉田先生の話を聞いたときには地域循環型
の経済をテーマに「アベノミクスを切る」とい
うことで、ヨーロッパとの比較などに言及をし
た上で、たしか経済をグローバル、ナショナル、
それからローカルの 3つの類型に分けていらっ
しゃいました。この 1つずつの中身は申し上げ
ませんが、たしか岩手県住田町での材木を中心
とした取り組みについてお話をされていた記憶
があります。一番びっくりしたのは、終わった
後にたくさんの参加者が吉田先生のもとに行か
れて名刺を渡したんですね。多分、非常に良い
話でわかりやすかったので、ぜひとも自分のと
ころでも講師にお招きしたいという、いわゆる
オファーがたくさんあったのかなと思っていま
す。
吉田先生のお話を伺ったときに、資料に 1999
年は 484 万社あった中小企業が、2014 年には
380 万社に減ってるとあったような記憶があり
ます。中小企業は日本経済の 6割、7 割を支え
ているわけですから、ここが発展するように、
この東京での小さな取り組みかもしれませんけ
ど、お役に立てるような集会にできたらなとい
うことを申し上げて、開会にあたってのごあい
さつとします。どうぞよろしくお願いいたしま
す。

主催者あいさつ
日本経済を支える中小企業を発展させよう

東京地評議長　森田  稔
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子どもと認知症の方が
それぞれ毎年 1000 人増加

皆さん、こんにちは。世田谷区の区長をして
おります、保坂展人です。今日は大変ご注目の
第 3回の「中小企業を元気に！」と、「地域の活
性化で企業も労働者も元気に」というテーマで
お話をさせていただくことになります。
まずは、世田谷区ですけれども、東京 23 区の
なかで一番人口が多い、89 万 3,000 人となって
います。面積も一番広かったのですが、大田区
がどんどん海に拡張しているので、現在は面積
では大田区ということになっております。そし
て、人口は増えています。どんな増え方をして
いるかというと、特徴的なのは子どもが増えて
いるということがございます。昨年生まれた赤
ちゃんが 8,093 人。10 年前は 6,000 人でしたの
で、子どもが 3割近く増えたということです。
その背景には、子育てをどこでしようかとお考
えの若いご夫婦が、世田谷区を選んで転居され
るケースも多いということもいえると思いま
す。合計特殊出生率は 10 年前には 0.77 まで下
がりましたが、現在ようやく 1.1 を少し上回っ
ています。東京都平均までもいっていないんで
すが、こういったなかで、保育であるとか、子
育て支援の基盤づくりが、本当に急がれており
ます。この点は後ほど触れますけれども、総力
を挙げてやっているところであります。
また、当然ながら高齢化傾向というのはどの
地域にもございまして、17 万 7,000 人が 65 歳
以上になります。そのなかで、要介護認定を受
けた方が 3万 7,000 人いらっしゃいます。

先ほどの子ども等の話ですけれども、この 8
年ぐらいに子どもが毎年 1,000 人ずつ、どんど
んどんどん増えるという大変な状況で、保育園
づくりとかに追われています。
もう 1つの 1,000 人というのがありまして、
それは実は認知症の方が 1,000 人ずつ毎年増え
ているという現実であります。介護認定で認知
症の疑いありといわれた方が 2万 1,000 人を超
えて、これだけ増えているわけです。2万人と
いいますとなかなかすごい人数であります。こ
の 2万人の約半数は比較的軽度の方、しかしな
がらサポートが必要という方です。もう半分は
相当サポートしなければならないということで
あります。特別養護老人ホームをはじめ、さま
ざまな施設を準備、あるいはオープンしていま
すけれども、人数が大変多いので、地域で受け
止めるということの態勢づくりも急いでいると
ころであります。

災害対策、そして平時から
建設産業をしっかり位置づける

世田谷区は、皆さんもイメージをもたれてる
と思うんですが、基本は住宅都市ということで
長年歴史を重ねてきたわけです。こういったな
かで現在、さまざま地域で仕事をされる方、今
日お集まりの建設、土木、電気工事、さまざま
な関係の方も含めて、世田谷の産業について産
業ビジョンというビジョンの下に産業振興計画
というのを作っております。間もなくこれが期
限切れになり、来年、再来年改定ということで、
現在、産業ビジョン懇話会というのをつくって
議論をしていただいています。世田谷の産業政

特別報告
世田谷区の産業政策と地域づくり、
自治体の役割

世田谷区長　保坂 展人
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策というのは、たとえば現在も農地が 90 ヘク
タールぐらいの農地があります。だから、都市
農業課があります。また、首都圏の郊外とは
違って、世田谷の場合には広い土地がないとい
うことで、イオンなどの大型量販店がほとんど
ありません。あっても少し小さめのスーパーぐ
らいで、商店街が比較的残っていますので、商
店街振興は商業課ですね。そして準工業地域が
あります。桜新町は昔、集団就職の若者がたく
さん来るところだったということなんですが、
そういう工業・雇用促進課という、この 3つの
課でやっております。
これらは、50 年前の基本的な産業であったに
もかかわらず、建設関係がここに含まれてない
ではないかという声が多々出てまいります。と
いうのは私が区長に就任したのは 5年半前で、
東日本大震災のまだ余震も時々続いている、原
発事故はまさに現在進行形である、こういった
時点でありました。したがって、まず、いの一
番に災害対策をしっかりやっていこう。そのた
めにはハードを作るということの前に、区内の
それぞれの事業者あるいは労働組合も含めて、
協定を結んでいこうということが最優先事項
だったんです。
そういったなかで、世田谷区では建防協（建
設団体防災協議会）といって、建設産業の関係
の団体の協議会で、事業者側と労働者側、組合
側がともに委員を構成していただいて、区と協
議をして相談をするという体制になっておりま
す。これはありがたいことだと話し合いを進め、
さまざま協定を作り直したり、道路が倒壊物で
ふさがっているときの道路計画はどうだろう、
というようなことについて細かく協定を見直し
て、締結を再度していきました。
こういったなかで地域にくらす、そして地域
で働く建設産業を、災害のときにお願いします
ということだけではなくて、平時、普段のとき
にしっかり位置づけてほしい、こういった声が
皆さま方から上がり、世田谷区の 10 年を決定
するプラン、世田谷区基本計画というのがある

んですが、このなかに建設産業を入れました。
区の文書としては初めて入ったことであります
が、これを突破口にして建設産業の皆さんとの
懇談会、意見交換会なども開いているところで
あります。

本格的な運用がはじまった公契約条例

この懇談会などの大きな契機になったのは、
先ほどのお話にあったように、世田谷区公契約
条例ができあがったということであります。私
が区長になったのが平成 23 年の 4 月です。実
は公契約条例について議論する場をつくれ、と
いう趣旨採択が区議会でなされたのがその 1カ
月前、つまり前区長時代の最後の議会でした。
たまたま私がスタートしたわけなんですけれど
も、とりあえず公契約条例について検討するこ
とだけは、ある種、バトンを引き継いだという
ことになります。
そして、かなり時間をかけてこの検討会を続
けました。検討会の最終答申を受けたのが平成
25 年だったかと思いますけれども、それから区
の案というのを議会も含めて出しました。出し
た結果、たくさんのご意見をいただきました。
1つは、これでは公契約条例としての機能を
発揮できないんじゃないかという批判でありま
す。もう 1つは入札制度の改革について踏み込
みが足りないということでした。通常、行政と
いうのは 1回出したことは、自分で気がついて
いても、いや、瑕疵はありません、すべて考え
ておりますということなんですが、私の場合は、
こんなに意見が出るんなら 1回フラットにして
考え直そうといったんこれを白紙にし、また議
論を区のなかで進めて、2回目を出し直しまし
た。
そのなかには労働報酬下限額も、「公契約適
正化委員会」という委員会をつくって見ていく
ということや、労働条件に関わるチェックシー
トもくっつけようとか、そういったことが含ま
れていました。入札制度改革についても、これ
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を車の両輪としてやっていくという中身で提案
をしたところ、幸い、平成 26 年 9 月に全会一致
でこの世田谷区公契約条例が可決成立をしまし
た。それから、本格的な公契約条例の運用がさ
れたのが、条例上は平成 27 年 4 月ですけれど
も、実際上は今年の 7月、まだ 1年経っていま
せん。
この公契約条例のなかに位置づけられている

「公契約適正化委員会」から答申をいただいて
います。現在、労働報酬下限額を、900 円台半
ばで設定していますが、答申のなかには、これ
を世田谷区の高卒職員の時給を基準に考え直す
べきだ、つまり引き上げるべきであるとか、あ
るいはチェックシートについて、もう少し実態
が把握できるように直すべきだ、また、入札制
度改革についても具体的により進めていくべき
だ、などのご意見があります。このところ、「公
契約適正化委員会」の委員の皆さんと答申を出
していただいた後も、何度か話し合いをもって、
来年度予算にこれを反映するべく準備をしてい
るところであります。
世田谷区では、年々賃金が下降し、そしてま
た行政においては、民間の工事が非常に減って
いった時代のなかで、公共工事に関しても、過
当な値引き合戦といったことが工事の質の悪化
と、さらなる低賃金化を生んでしまい、建設産
業の後継者がまったくいなくなるというような
危機感から、こういう公契約条例自体は提案を
されてきたものというふうに理解しています。
世田谷区の場合は 3,000 万円以上の建設工事、
そして、2,000 万円以上の委託事業について、こ
れを当てはめていますので、労働報酬下限額が
及ぼす影響は、委託している事業者の委託内容
の、その賃金ということになりますので、かな
り幅広くなるわけです。もちろん区自らもたく
さんの人を直接に、非常勤の職員の方であると
か、アルバイトの方であるとか、当然ここでう
たったことは、率先垂範して守らなければいけ
ないということになっています。こういったこ
とで公契約条例をめぐっても少しずつ実現をし

ながら、また、改善をめざしながら議論の場を
作っております。

住民の手による地域づくり

そして、今日は地域づくりという点について
も触れたいんですけれども、世田谷区は人口 89
万人で、5つの総合支所があります。世田谷区
内の区役所というふうにいっていただければイ
メージがつきやすいかと思いますけれども、世
田谷区のなかに 5つの区役所が、いわば総合支
所という名前であります。その下に 27 のまち
づくりセンター、昔でいう出張所があります。
私は、この地域の一番小さな 27 カ所の行政拠
点の施設こそが要である、と考えてきました。
たとえば、先ほど建防協、防災の話をしまし
たけれども、地域で行政の救援がなく住民の皆
さんが 72 時間、何とか、地震にしても、火災に
しても、その他の災害にしても生き延びる。大
雪もそうかもしれないですね。そういういわば
準備が必要だということで、3年前からこのま
ちづくりセンターで「防災塾」というのを区民
参加でやっています。だいたい 30 人から多い
ところでは 80 人が集まって、そこに災害に関
わるNPOだとか、研究者がシミュレーション
するわけです。この地区ではこの辺が燃えます
とか、この辺の地盤が弱いですよ、この辺りに
一時避難所があって、こういう避難所がここに
あるけど、さあ、どうでしょうか、というよう
なやりとりをするなかで、住民が自ら「地区防
災計画」を組み立てる。これは新しい災害対策
基本法に作れるという記述があるんですね。で
も、ほとんどの自治体でこれは作ってないんで
す。世田谷区では 27 通りの住民の手による、行
政職員が手伝って代わりに書くということはし
ない、そういう「地区防災計画」を作ろうと、
今年度、仕上げにかかっています。
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地域ごとに窓口を集積し
情報や行政サービスをより身近に

もう 1つです。警察署長さんなどと時折話す
と、いま、非常に多発している 110 番というの
は、やはり認知症の方の保護なんだそうです。
どこにどう帰ったらいいのか、どこからどう来
たのか分からないという高齢者を前に、何とか
戻していくというようなことをされているとい
うことですが、毎年 1,000 人増えている認知症
高齢者、認知症だけでなく、それ以外にもさま
ざまな問題もあります。
75 歳以上になるといろんな形で故障が出や
すいということで、介護保険を使うときに、皆
さんのほとんどの地域では地域包括支援セン
ターという名前のところに行って相談すること
になると思います。そこで事業者を紹介された
り、こういう制度がありますよと説明を受ける
ことになりますが、世田谷区は地域包括支援セ
ンターがちょうど 27 カ所ありました。世田谷
区におきましては、「あんしんすこやかセン
ター」、略称「あんすこ」といいますが、この地
域包括支援センターと、先ほどの 27 カ所の出
張所、まちづくりセンターはおなじエリアを守
備範囲にしていますが、別々の場所にありまし
た。それを 3年かけて同じ施設内に入るという
ことにしました。もう 1つ、社会福祉協議会も
そこに入ってもらうことにしています。
それで何ができるかというと、いわば情報の
共有です。いままではまちづくりセンターで福
祉の話をしても、そこに詳しい職員はいないの
で総合支所に行ってくださいとなっていたの
が、隣にあんしんすこやかセンターがあります
から、介護のことならそこでどうぞということ
ができる。
必ずしも高齢者の相談は介護のことだけでは
ありません。引っ越してこられる方もいます。
あるいは息子さんで親を呼び寄せ、まだ非常に
元気で、いろいろ意欲あるけれども、知り合い

が誰もいないところにきて、どうしたらいいだ
ろうかということも起きます。社会福祉協議会
では、将棋でも囲碁でも、あるいはダンスや体
操、また、文学だとか、短歌を詠むとか、いろ
んなサークルが実はあります。世田谷では「男
の料理」というサークルが非常に盛んです。男
性だけが集まって料理を作って、おばあちゃん
たちに食べさせるという、なかなかすごい活動
なんですが、それを社会福祉協議会のほうで
知ってるわけですね。それをつないでいくとい
うことをやっています。
現在のところ、窓口で区民の相談を受けて、
受けた相談に対していろいろな行政サービスを
教えて、使っていただくとか、サークルを紹介
するというふうになっていますけれども、今後
はそこに住民のネットワークがあって、そこで
お互いの見守りであるとか、サポートができる
ようにしていきたいと考えています。

住民が管理するスペースが増えるほど
自治活動が活発になる

もう 1つは、まちづくりです。世田谷区のよ
うな住宅密集地がありますと、場所がないとい
う問題が非常に切実です。まちづくりをしたく
ても場所がない。この場所がないということに
ついて考えてみると、世田谷区だけで小さな倉
庫から大きな学校まで入れて 700 もの建物を管
理しています。ところが、たとえば児童館は 6
時以降は閉館します。あるいは敬老会館みたい
な高齢者施設はお盆のときはお休みとか、土日
はやってないとか、いろいろあるわけです。そ
ういった土日とか、6時以降とか、使っていな
いスペースを住民の皆さんが管理をして使う仕
組みを作ろうじゃないかと、いま取り組んでい
るところです。
私の経験ではそういう場所が増えれば増える
ほど自治活動は活発になり、そういう意味で快
適度というか、知り合いも多くなります。実は
世田谷区内の高齢者のなかで、1人でくらして
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いる方が 5万人います。5万人のなかで心配な
のは男性ですね。男性一人ぐらし。全国の大規
模アンケートで、65 歳以上の一人ぐらしの男性
で 2週間一言も口をきいていない人の割合が出
ています。近所の子どもに「おはよう」とか、
電話がかかってきて「もしもし」も「一言」に
入ります。間違い電話でも会話になります。こ
れが 1回もない人が何と 16.7％います。65 歳以
上一人ぐらし男性の 6 人に 1 人は話をしてな
い。話をしてないというのは大変リスクのある
ことです。もちろんお総菜とか弁当は買えるか
もしれない。図書館に行って新聞は読めるかも
しれない。しかし、「最近顔色が悪いね」ってこ
とは言ってもらえない。また、精神的な広がり
が非常に縮んでしまうということがあります。
ですから、そういう一人ぐらし男性が、できれ
ば児童館に行って週に 1回一緒にご飯を食べる
というようなコミュニティー活動も大事だとい
うことを進めております。

人間中心のまちへ　合言葉は「参加と協働」

もう 1つ、世田谷区のなかでたとえば下北沢
というところは大変にぎやかで、外国人も多い
んですけれども、逆に小さな店舗が密集してい
て消防車が入れないというようなことから、道
路計画がされて、小田急線が地下に潜って、再
開発の問題が浮上しました。一方、二子玉川と
いうところではかなり長い時間をかけて再開発
が進行していて、現在大きなビルがたくさん
建って、ショッピングセンター等がありにぎ
わっています。
こういった開発に住民の声が届かない、いわ
ば大きな計画だけがどんどん進んでいくという
ことに対して、強い批判がありました。世田谷
区の基本計画は「子どもが輝く参加と協働のま
ち」としていますし、いま、世田谷区の合言葉
は「参加と協働」です。協働はともに働くと書
いて協働です。区民の皆さんと一緒に知恵を出
して、そこには民間の事業者の方も入って、立

場を越えて力をあわせて良くしていこうと考え
ています。
いま、下北沢周辺では大小 12～13 個のワー
クショップが開かれています。この公園はどう
いう形にしようか、この防災倉庫はどんなふう
に置こうか、あるいは自転車置き場の上に屋根
を掛けて、そこを緑化して、人々が行きかうよ
うなくつろぎの空間にするために、どんなデザ
インがいいのか、などの話をそれぞれのスポッ
トでしています。
最近、それが広まって、下北沢を中心にまち
を再活性化するためにどうしたらいいかという
ことを、商業者の方も、そして区民の方も、簡
単に言えば、5年、10 年ほど前には再開発推進
だ、いやいや反対だ、と激しく対立をしていた
それぞれの立場の人がいまテーブルを 1つにし
て、どんなまちにしていこうかという話し合い
のようなものがスタートしております。
二子玉川においては、ハードのほうはできて
しまっているけれども、ここに欠落しているも
の、やはり人間中心のまちということで、文化
的な発信が非常に少ない。あるいは今日みたい
な風が強い日だと、ビル風で人が倒れてしまう
ということに対する安全策がない。これも何度
もワークショップ等を繰り返しながら、多摩川
の河川敷も全部使いながら、この魅力をアップ
させていく道を一緒に考えようという動きが始
まっております。

この国が地に足のついたところに戻すのも
自治体の役割

最後に、一昨日 TPP 協定の国会承認が、強
行採決なのか、採決の強行なのか、新聞によっ
て見出しが違いますが。そもそも、強行採決だ
けは議運委員長がやりますからとちょっと軽口
をたたいて、うんと軽口をたたいたのが山本有
二農水大臣。私はよく知ってる方なんですが、
いい方です、実はね。ついサービスしたくなる
んでしょうね。もち上げた。そこを誤ったわけ
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ですね。全国の農家がかたずをのんで見守って
いる TPP の話を、農水大臣として強行採決あ
りきみたいな形で言うのは何だと。謝ったら、
今度は別のパーティーで、「いやいや、冗談を
言ったら首をとられそうになりました。ですか
ら、冗談を含めてこれからは言わないようにし
ます」と発言。冗談じゃないって話になって、
謝罪をしているその委員会室で、強行採決でし
た。強行採決を口にしながら、冗談というのも
やめますという謝罪をしている場で採決をされ
たんです。
これは一般的に第 1次産業の問題が大きいと
思われていますけれども、実は世田谷区で進め
ているような、たとえば地元の建設業者で関与
をしてくれる、万が一の災害のときには駆けつ
けてくれるという協定を結んでいるところに
は、いわば入札判定などの条件のところでポイ
ントを多く出そうということにしています。他
の遠くからの業者の方はそういう義務を負って
ないわけですから、合理的ですよね。そういう
ことがだいぶ進んでまいりましたが、根底から
覆る危険性があると思っています。
韓国では米韓 FTA、二国間の貿易自由化協
定が行われています。私がびっくりしたのは、
第 1次産業は大変な打撃を受けたんですね。そ

れだけではなくて、韓国の都市には地産地消の
給食を子どもたちのため、地域のために進めよ
うという条例があったそうです。これを競争さ
せない障壁だといって、ISD条項というところ
で訴えられると莫大な補償金を払わなければい
けない危険があるということで、この条例を全
部撤廃したということも聞いています。
TPP はアメリカが批准しない、トランプさ
んが大統領になってほしくはないですが、ヒラ
リー・クリントンがなっても TPP の批准はし
ないといってますが、ここへ来て、いやいや、
オバマ大統領の任期中にやっちゃうという話も
出てきました。これは二重、三重に民主的な話
ではないですね。アメリカ国民が大統領を選ぼ
うという、もう任期を終えて辞めるのを待つ大
統領がそんなことができるのか、ということに
対して、今回の強行採決が日本政府としての大
きなサービスだったというふうに聞いていま
す。そういう意味で自治体として頑張るという
ことと同時に、この国の政治の姿、形、向かっ
ているところを、ちゃんと地に足が着いたとこ
ろに戻していく、そういう役割も自治体として
は負っていると思います。
以上、お話をこの辺で終わりたいと思います。
ありがとうございました。
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地域づくりというのは住民自治

今回でこの集会は 3回目ということですけれ
ども、先ほど保坂区長からお話があったなかで、
公契約条例と地域づくりという話がありまし
た。
珍しいなと思ったのは最近、自治体の首長さ
んが忘れている住民自治、地方自治とはいった
い何かというお話でした。憲法にも書いてます
けれども地方自治の本旨というのは、最初に住
民自治があって、その自治能力があるというこ
とです。ここで住み続けたいと思う人々の要求、
これは市民であれ業者であれ経営者であれ、さ
まざまな人がいるわけです。地域が持続性を
もっていくためには、そこで住んでいる多様な
階層、職業、年齢の人が住み続けたいという意
思を持たないといけません。その意思をもって
いる人が集まった段階で議論して、こういう地
域づくりをしたいという合意が形成されてく
る、それが住民自治です。
その住民自治で生まれた、こういう地域をつ
くりたいということを実現していく、それが団
体自治、地方自治です。本来、地方自治、自治
体というのは、そこで住み続けられる住民とい
うのを育成していく必要性があります。それが
いま、保坂さんが必死になってやっておられる
わけです。
いま進んでいる政府の、いわゆる「地方創生」
の一番大きな間違いは、地域という言葉は使わ
ずに、地方といっています。地方というのは中
央がある地方です。創生というのは、全部ぶち
壊して一から作り上げるということです。再生

というのは、いままであった根っこの部分につ
いて、ある部分は時代の流れとともに社会的・
経済的条件や環境が変われば変わっていくわけ
ですから、時代にそぐわなくなった部分は消え
去っていくけれども、一定の人間が定住してい
けば地域生活文化を支える社会的・経済的基盤
の根っこはつながっているというものです。
ドイツやイタリアなどの小規模都市や農村を
見ればわかるように、住み続けられる人をどう
確保していくのかがポイントです。人が住むた
めには、働いて食べていかないといけないです
から、雇用の場、あるいは、そこで生活してい
くために必要な衣食住が地域を離れずに提供し
続けられる経営主体というのが必要になってき
ます。地域づくりというのは住民自治というの
をきっちり基本においておけば、その人間が人
間として生活していくための雇用の場とか財、
サービスの供給は、その地域を離れない主体が
責任をもっていくということで、持続可能な地
域社会が進んでいきます。
いま、東京で進んでいるまちづくりというの
は、人が住み続けられるまちづくりというより
も金もうけがしやすいまちづくりですから、企
業中心になるわけです。その企業も地域に根づ
くというよりも、もっともうかるところがあれ
ばしょっちゅう動きます。そうなると地域とい
う空間が経済の論理、それも効率的な金もうけ
を中心にした地域ができあがっていきます。こ
れでは、基本的に持続可能な国づくりの展望と
いうものがなくなってしまいます。
そういう点では、この「中小企業を元気にシ
ンポジウム」は、地域の活性化や地域って何だ
ろうということを真剣に考えていくきっかけで

シンポジウム　冒頭発言
住み続けられる人をどう確保していくか

コーディネーター　　　 　　
駒澤大学教授　吉田 敬一
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す。2回やってるわけですから、3回目は、これ
からどうやっていけば主体形成がうまくいくの
か、という実践的な事例を学んでいくという段
階に入ってきたのではないかと思います。
特に、いま進んでいる TPP は、一般的には
農業の問題だといわれます。中小企業でアン
ケートをしても、わからない、あまり関係ない
という答えが一番多いわけです。けれども、あ
れはボディーブローように後で効いてきます。
要するに経済活動の基本的なところ、国家主権
を剥奪するという方向に進んでいくので、蓋を
開けてみると地域社会が住み続けられる空間で
なくなってしまうとなると、地域に根差した中
小企業とか零細企業は、営業活動の基盤がなく
なってしまうわけですから、真剣に考えないと
いけない、一緒に考えようというメッセージが
保坂さんのほうからあったというふうに思いま
す。第 3回目のシンポの最初の問題提起として
は、非常にふさわしい発言内容であったのでは
ないかと思います。

大企業の好決算は
グローバル化時代の 気楼現象

そういう点を踏まえて今回のシンポジウムの
まず最初に、アベノミクスの再度確認です。1
回目のシンポでもかなり論点になったと思いま
すけれども、アベノミクスは、地域経済と中小
企業に展望をもたらしません。なぜかというと、
安倍さんは一生懸命好循環が始まっていると
言ってます。経済はデフレを脱却しつつあると。
デフレを脱却したとは言いません、しつつある、
と言います。日銀の黒田さんも異次元金融緩和
をしたとき、最初の約束は「2、2、2」なんで
す。2年間で資金供給量を 2倍にして、2％のイ
ンフレを達成するというものです。みんな忘れ
ていますが、2年間です。恐らくもう 4年ぐら
い経っています。来年はいけるだろうと延ばし、
もう 5回目です。いままでの日銀総裁なら 2回
失敗したら首が飛んでいますが飛んでない。マ

スコミのほうも、そんなに批判しません。
これは無理なんです。何で無理かというのは、
世界の経済史のなかで今回の景気興隆面は、説
明のつかない異常な状態です。2013 年 7 月に第
2 次安倍政権できたときから、大企業の利益が
円安で膨らんできました。記録破りの利益が出
ているなら、生産が増えて輸出が増えているは
ずです。ところが日本の経済、アベノミクスの
好循環を引っ張ってきた自動車産業を見てみる
と、国内生産は 2012 年、2014 年、2015 年は
減っています。円安だから輸出でもうかると
いっていたはずなのに、輸出台数を見ても民主
党政権のときより減っています。アベノミクス
では輸出が減ってるのに黒字が出てる、これは
おかしいわけです。

異次元の金融緩和は
効果が出ない無益な政策

問題は何かというと、20 世紀までは円安に
なったら輸出が増えるわけです。輸出も増えた
ら国内生産が増えるはずでした。21 世紀になっ
たら、その論理が貫徹しなくなります。何でか
というと、20 世紀のときには、日本の自動車
メーカーは基本的に国内に生産拠点を持ってい
たわけです。だから、輸出して金もうけするし
かなかったわけですけれども、現在、トヨタは
国内生産 300 万台、世界生産 1,000 万台です。
アメリカで売る車はアメリカで造って、アジア
で売る車はタイとか中国で造っているわけで
す。円安になったから海外の工場をぶっ壊して
日本に戻してくることは、基本的にできません。
ということは、少々の円安になったとしても、
輸出は増えません。だから TPP なんかを結ぶ
とアジアへの輸出が増えるといわれていますけ
れども、アジアの自動車の輸出はもうほとんど
売れていません。2000 年、2010 年、2015 年と、
圧倒的に増えているのは、アジアでも現地生産
台数です。
国内で造って輸出していく、これを僕の言葉
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で「ナショナル循環」といいます。国民経済の
なかで、工場をいっぱい造る、トヨタの場合に
は愛知だけでなくて九州とか東北にも造るとい
う形で進んでいったのは 20 世紀ですけれども、
要するに大企業は資本の論理としては、いまは
国内では造らない、設備投資しません。するな
ら、アメリカとかアジアです。この論理はTPP
が結ばれたから関税がちょっと安くなるといい
ます。関税がちょっと安くなるというんだった
ら、民主党政権のときに 1ドルは 80 円、安倍政
権になったとき 1ドル 120 円までいきました。
民主党の時より 4割安く輸出できるわけです。
アメリカに輸出するなら自動車の場合、関税は
2.5％です。これなら全然コスト上問題にならな
いので輸出は増えません。じゃあ、何で大企業
は一生懸命やろうとしているのかいうと、TPP
でアジアを枠に入れて、次に、いまは入ってい
ませんけれどもタイとか韓国とか中国が TPP
に入ってくると、トヨタが日本中でやっている
愛知に拠点があって、東北とか九州とか新潟に
工場がある。そこで部品のやりとりをするのに
関税はかかりません。労働条件も一緒です。そ
れをアジアワイドに広げていこうというのが、
大企業の基本的な狙いです。
要するに TPP が進めば輸出が増えると言っ
てるけれども、あれは完全に夢物語です。むし
ろ、逆輸入も入ってきます。日産のマーチは日
本で売っているけど、全量タイで造って、タイ
から逆輸入をしています。そういうことが増え、
いろいろな問題が起こってくるのです。すなわ
ち、大企業はもはやナショナル循環をやめて
「グローバル循環」、世界を 1つの国と考えて、
そこでの地域間分業をやろうとしています。こ
れをやられると日本の国は崩壊します。
そこで、地域をどうするか。イタリアは地域
が強いんです。イタリアはガタガタだというけ
れども二国間貿易で見ると、2014 年はイタリア
から日本への輸出は 53 億ユーロ。それに対し
て日本からの輸入は 27 億ユーロと、完全なイ
タリアが対日で黒字になっているわけです。イ

タリアから何を買っているかをみると、繊維・
雑貨が 29％です。繊維・雑貨とは、ファッショ
ンやバッグとか靴で、イタリアの地場産業です。
2位が食品・飲料となっていて、ワインとかイ
タメシの材料です。これも農業とか、中小企業、
地場産業です。ただし、日本がいまやってるよ
うな大量生産に特化した形ではなくて、本物の
素材を使った多品種少量で、以前日本がやって
きたパターンのものです。これをやるから、イ
タリアの国のなかはガタガタだけれども、地域
とか地場産業を見るとしっかりしているわけで
す。テレビで『小さな村の物語　イタリア』と
いう BS 日テレの番組を見たら、みんな地域社
会で、お年寄りを含めてのんびりくらしていま
す。持続可能な国づくりの前に、国がどうなろ
うと基本的に地域社会がしっかりして、地域が
滅びなければ国は表面上ガタガタになったとし
ても、必ず持続可能性をもっていけるのです。

地域の主役は中小企業、自営業、農林漁業

要するに地域をどうしていくかということを
考えていく場合には、仕入れとか資金の調達と
か雇用の問題で、地域を主体にしてクルクル
回っていくという、いわゆる地域循環の経済、
英語でいうと「ローカル循環」をきちんとやっ
てかないといけません。
その場合、主役は誰かというと地域に根差し
た中小企業、自営業と農林漁業ということにな
ります。先進国で商店街が空洞化しているとい
うのは、ドイツを見ても、フランスを見ても、
イタリアを見ても、ないわけです。華々しくは
ないけれども、それぞれの地域社会の個性が
あって、全国共通のナショナルチェーンのレス
トランなんて日本以外の先進国じゃないでしょ
う。食べものは、まさに地産地消、味つけもそ
うです。それが日本の場合には、どこに行って
もあるようなファミレスとか居酒屋チェーンが
増えています。僕も商売柄いろんな地域に行っ
ていますけれども、何で東北まで行って東京に
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本社がある居酒屋のチェーン店に行かないとい
けないのかと思います。食が規格化されたら、
完全に民族の生活文化は規格化され、どこにで
もあるようなものになってしまいます。
そういう点で地域特性を生かした形で、そこ
の経済の主体を担う中小企業、自営業者をきっ
ちりと制度的に枠組み的に経営のしやすい要件
を作っていくというのが自治体の役割であると

思います。今日は全労連、自治労連、中小企業
家同友会、民商、それぞれの代表の方が、いま
やっていることと困っていること等々の現状と
到達点を説明していただくシンポジウムであり
ます。とりあえずコーディネーターの立場から
今回のシンポジウムの課題について報告いたし
ます。
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広島県労連の門田といいます。単産は全労
連・全国一般です。広島カープ優勝ということ
で呼ばれたのかなと思いますが、隣の方が何と
北海道ファイターズ、黒田を見に行ったという
ことで、すごくうらやましくお話しさせていた
だきました。カープ優勝で経済効果は 330 億円
だということで、私も何とユニフォームを 2つ
買いまして 1枚 8,000 円もするんですね。昨日
は、優勝パレードに行きまして、30 万人も参加
していました。パレードの後は、皆さんが飲食
店や買い物で地域にお金を落とします。これを
地域活性化というのではないかと思いますが、
330 億円の経済効果というほど地域は恩恵を受
けていない気もします。

最低賃金の地域間格差が
若者の流出を招いている

全労連の、「このまちを元気にすることが日
本経済を立て直す」という方針の下、広島も
キャラバンをやりました。これは全国でやられ
ていることで、特に広島は進んでいるわけでは
ありませんが、キャラバンと地域総行動につい
て報告をします。
まず地域活性化キャラバンですが、2016 年 3
月に行いました。自治体、商工会議所、指定管
理者と懇談しました。
広島県の特徴をいいますと、2004 年から
2006 年まで市町村合併が進んで、86 あった自
治体が 23 に集約されました。広島県の人口は
280 万人です。広島のイメージは、原爆ドーム
や宮島が有名ですが、人口の 4割を広島市 1市
が占めます。23 自治体のうち中山間地域、島

しょ部の 16 市町が、過疎地域に指定をされて
います。全県人口の約 1割、28 万人がこの過疎
地域でくらしています。医療機関のない無医地
区というのが 53 地区もあり、全国で北海道に
次ぎ、2番目に無医地区が多いのが広島県です。
県北部では 20 年以上、産科がありません。
経済は、マツダが牽引しているとのイメージ
がありますが、中小企業が非常に多くて従業員
10 人以下の事業所が 8割を超え、内 4人以下が
6 割を占めます。広島でも全国でも事業所で
99％、雇用でも 7割から 8割は中小規模の事業
所が支え、地域経済と地域社会を築いていま
す。
農業では、広島県の食料自給率はカロリー
ベースで 24％、生産額ベースで 37％と、中国 5
県では最低になっています。先ほどありました
ように、広島は大手ショッピングセンターが乱
立しているところで、地域の商店街は次々と空
洞化しシャッター街となっています。
そのようななか、キャラバンを行いました。
自治体に対しては最低賃金、公契約の問題で、
意見書の採択を求めました。
北広島町議会は、意見書の採択がされました。
全国一律最賃制を求める意見書の採択です。意
見書のなかには、「最低賃金は地域間格差が大
きく広島と東京では同じ仕事をしていても、時
給で 138 円も格差がある。若い労働者が県外流
出を招いている」として「中小企業の支援策を
拡充し、生活できる最低賃金の早期実現」を求
めています。
北広島町は人口が 2 万人、10 年間で人口が
10％も減少しています。高齢化率は 43％で県内
でもトップ、2040 年には 1万 3,000 人まで減少

地域活性化大運動の実践で地域の活性化

広島県労連事務局長　門田 勇人
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するという試算が出されています。議会として
も若者の流出を防ぐことを課題としており、私
たちの陳情を採択されたということを聞いてい
ます。
庄原市は公契約条例の制定を求める決議を 1
年半前に上げました。当日、応対した市議会議
長は、「公契約は議会としては必要だという意
見が多数だ。現在の公共事業で労働者は正規の
給与が出ているのか、そういった市議からの疑
問の声があがっている」と話しました。「適正な
賃金を払うことで労働環境の保護、市内労働者
の育成を行うなかで地域経済の活性化をめざす
べきであり、市民に質の高いサービスを提供す
るためには公契約条例の制定が必要だ」という
趣旨の公契約条例の制定を求める決議を上げま
した。
庄原市は、人口 3万 7,000 人の広島県北部の
まちです。面積は県の 6分の 1を占め、高齢化
率も 40％を超えます。2015 年には、自民党県議
の呼びかけで、「ストップ・ザ・安保法制」庄原
市民の会が発足され全国的にも注目をされまし
た。約 1カ月で人口の 3分の 1の署名を集める
ということを、保守系を含めた市議会議員を先
頭に行いました。「市民を大切にし、市内の業
者、労働者を大切にする」という考えが、公契
約条例の制定を求め、安保法制反対の運動を進
める原動力になっていると実感しています。

中小企業団体からも賃上げ必要との声と
規制緩和の行き過ぎに批判

県内商工会議所に対しては、「中小企業支援
の拡充と最低賃金の改善による経済循環の実現
を求める」要請を行いました。広島商工会議所
は毎年懇談をしてますが、県内 6つの商工会議
所は初めて懇談を行いました。
県内 2番目の都市である福山商工会議所部長
は、「現在の非正規の収入では生活ができない。
地域にお金を落とさないと地域経済が元気にな
らない」と賃上げの必要性を語り、市内の商店

街や中小企業の経営者の地道な努力も力説され
ました。
三原商工会議所専務は、「いまの地域経済の
厳しい状況は、規制緩和の行き過ぎによる部分
が多い。30 年前の酒屋はいい商売だったが、い
まは酒屋の仕入れ値より安い価格でディスカウ
ントストアが酒を売っている。私たちは安くて
おいしいとビールやお酒を飲んでいるけれど
も、これまで全国の酒屋がどれだけ納税してい
たか、どれだけの人が働いており、雇用を生ん
でいたのか考えてほしい」と話されています。
商工会議所は、大企業から地元零細商店まで
加盟をしています。さまざまな産業に支えられ
ており、地域のなかで働く人のことや子どもや
高齢者のことを考えているのだと感じました。

若者が希望をもって働き続けられない
指定管理者制度

指定管理者施設の訪問を行いました。指定管
理者制度は公共サービスであっても、実務を民
間で担うことができるものは民間に委ねる、そ
ういったことを基本に公共サービスの質の向上
と経費削減を図ることを大義として、公共サー
ビスは 50 兆円のビジネスチャンスだという財
界の要求で、2003 年に生まれました。
県労連では 2年前より指定管理者との懇談を
行っており、今回は 8事業所と行いました。懇
談では、次のようなことが出されました。
キャンプ場を管理している事業所は、「以前
は人が集まらないので派遣を入れて、繁忙期に
は県営住宅を借りて派遣を入れていた。いまは、
派遣さえ来てくれない。職員の労働過多になっ
ている」と話し、多くの事業所で「若い職員の
今後が心配だ」と語られています。
広島県は、修繕費の事業者負担分限度額をこ
れまでの 30 万円以下から 100 万円以下に条例
を変更しました。これによりエアコンの修理や
壁の修繕など 100 万円以下は、自前でやってい
ます。事業所責任者は「そのしわ寄せは人件費
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にきてしまう」と話しています。「退職金もなく
なり、昇給もできません。何より次の入札で委
託が受けられないと雇用が継続できなくなる。
そういったなかで若者が希望をもって働き続け
る企業にはなり得ない」と指定管理者制度の問
題点を語ります。
ここで聞き取りした内容は、まとめて 11 月 2
日に広島県に対して、「指定管理者の待遇の抜
本的改善を求める」要請も行いました。

中小企業経営者は最低賃金について
どう考えているのか

先日、「経営者が最低賃金についてどういう
ことを考えられているか」という懇談を行いま
した。
広島県の最低賃金は 2016 年 10 月から 24 円
上がりました。弁当販売を会社向けにしている
経営者からは、「ほんとうに腹わたが煮えくり
返る、腹が立っている」という声をいただきま
した。広島県は、769 円から 793 円に最低賃金
が上がったものですから、その企業はパートの
時間給を 770 円から 800 円に引き上げたという
ことです。弁当の販売価格は 270 円から 550 円
です。価格を上乗せすると客を大手企業に取ら
れてしまうので上乗せができない。対策として
は、パートの契約時間数を削減し帳尻を合わせ
たそうです。ですから、パート従業員の時間給
は上がったけれども年収は変わらないという状
況になりました。仕事量が減るわけではありま
せんから、経営は大変になったといえます。
マツダの下請け会社は、労務単価を社会保険
料を含めて 1 時間当たり 1,400 円から 1,500 円
で計算して下請単価を決めているということを
いわれていました。そこの企業では正規社員も
いますから、パートの賃金は、最低賃金ぎりぎ
りにならざるを得ないといわれています。
私たちは労働組合として、労働者の賃上げこ
そ地域活性化ということを主張していますけれ
ども、中小・零細企業の現場はそう甘くないと

いうことも実感しました。
広島では、現在大手のショッピングセンター
が進出しています。2016 年下期から 2017 年に
かけてＡ店「2,000 人」、Ｂ店「1,000 人」と新た
に 3,000 人が募集されます。
現在広島の求人倍率は非常によくて、1.6 か
ら 1.7 倍ぐらいの状況です。流通業は人の取り
合いとなっていますから、パートの時給を
1,200 円～1,500 円にする会社もあります。
そうすると、体力がない中小企業から大手流
通企業に人がうつり、中小企業経営者からは、
「労働者が取られていく」というな悲鳴も上
がっています。

地域総行動で広がる共同　画期的成果も

続いて、ヒロシマ地域総行動実行委員会の報
告をしたいと思います。
ヒロシマ地域総行動というのは、「変えよう
ヒロシマ、平和・くらし・私たちの街」をスロー
ガンに掲げて、2016 年 2 月で 25 回目を迎えま
した。これまで幅広い市民要求の実現に取り組
んできました。この行動には、延べ 500 人から
700 人が参加し、朝宣伝では 1万枚以上のチラ
シ配布を行い、企業や団体などに要請行動を
行っています。実行委員会には、労働組合、民
主団体など、50 以上の団体が参加しています。
2014 年には、朝鮮学園に対する広島県と広島
市の補助金復活を求める学園理事会と保護者オ
モニ会の人たちが、総行動に加わるという新た
な共同も生まれるなど、地域の情勢を反映して
運動が拡大しつつあります。
これまでの要請のなかで、広島銀行では支店
間の手数料が有料だったのを無料化するという
成果も上げています。
2011 年の地域総行動の重点は、エアコンの設
置でした。広島県は公共施設の耐震化率がもっ
とも遅れている県です。当局は「耐震化工事が
優先順位の上だから、エアコンの設置は遅れて
しまう」といいます。2010 年は猛暑日が続き、
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9 月に入っても気温 35 度が続くという状況で
した。　幼稚園の PTA や老人クラブ連合会な
どの団体にも、初めて訪問をし訴えると、請願
署名に快く応じていただき、署名は 4万筆を超
えました。
私たちの世論に押され、広島市議会は 2018
年までという設置計画を 3年前倒しして、2015
年度までに完了する予算を可決するという画期
的な成果が生まれました。

壁を越えて運動を作る第一歩は
「対話の継続」

広島地域労働組合総連合（ヒロシマ労連）は
地元の鷹野橋商店街との交流も進んでいます。
2007 年からは「安全でおいしい給食ありがと
う」をテーマに、自治労連が中心になって運営
している「ひろしま給食まつり」をこの商店街
で開催することができました。
年末になっても閑古鳥が鳴いているような商
店街ではありますが、1 日で 3,000 人が集まる
給食まつりが実現すると、商店街の青木専務は、
「こういう催しがあると商店街としても元気が
出る」と歓迎しています。交流を続けるなかで、
国民春闘共闘の、「このまちを元気に」というポ
スターを商店街の掲示板にも貼っていただいて
います。ヒロシマ労連を中心に「このまちを元
気にしよう」といった行動を継続しています。
最後に、私たちがめざすことは、「地域が元気
になることが一番」ということです。
今回、これまでの壁を越えて多くの団体と懇
談をしました。そのなかで共に運動を作ってい
くための第一歩が対話の継続であるということ
を感じました。今後も多くの団体との対話を継
続していく決意を表明して、発言といたします。
ありがとうございました。

吉田　ありがとうございました。いまの発言で
あったように、自治体労働運動では各地でさま

ざまな自治体キャラバン、訪問というのが行わ
れていて、いままで行ったことがなかったよう
な団体とも懇談しているとう報告がありまし
た。そのなかでは利害の異なる問題も出ていま
す。たとえば最低賃金制の問題では、中小企業
経営や中小企業団体では、デフレ不況が続き、
売り上げが伸びず利益が減る中で最低賃金があ
がると困るという話も出てきます。これは当然
です。日本の場合には全国的に市場原理が貫徹
しているので、労働サイドと企業サイドは利益
をどう出すかいうことで、矛盾関係にあるわけ
です。最低賃金制というのは憲法 25 条の文化
的で最低限の生活を行っていく権利を保障して
いくという意味合いもある。自営業者とか中小
企業の経営者とか、その家族自体にかんしても
憲法 25 条を実現できるような、そういう収入
を確保しないといけません。これからはそうい
う問題が出てきます。
そうすると、日本の市場経済の仕組み自体を
きっちり変えていくという大きな問題点での一
致がないと、表面上の問題点で振り回されてし
まうという状況が出てくると思います。逆に労
働者と経営者とは立場が違う、ハンディが違う、
それを憲法 25 条が保障してるような最低限の
くらしをお互いに守っていくためには、何を変
えないといけないかという視点で、取り引き関
係のルールとかを変えていかないといけませ
ん。
先進国で、下請代金支払遅延防止法みたいな
法律があるのは日本だけです。そういう仕組み
を放っておいた場合、弱い者同士の矛盾の対立
激化というのが、今後出てくる可能性がありま
すので、いまこういう運動や地域づくりをどう
していくかということで課題になっているわけ
です。多分自治労連も、あるいは全労連が訪問
にいけば、自治体での対応や方向性と、中小企
業経営者団体、自営業者団体が抱えている問題
は非常に矛盾する関係が出てくるかもわかりま
せん。
それを常にじっくりと考えて、対立するよう
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な現象が出てくる根本がどこにあるのかという
ことを、持続的に考えていく共同、連帯のしっ
かりとした関係が作れるかどうかが、今後 10

年の課題となっていくと思います。その点にか
んしての問題提起を含めての門田さんの発言と
捉えていただきたいと思います。
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地域で重要な役割を果たしてきた中小企業

ただいま紹介をいただきました北海道商工団
体連合会の石塚です。全商連副会長もしており
ます。どうぞよろしくお願いします。
私が住んでいる恵庭市の中小企業振興協議会
で委員として論議をしてきました。その中身に
ついて少しお話をしたいと思っています。
昨日、東京に来ましたけれども北海道は雪で
した。実は出てくる前に地元の市役所には、本
日のシンポジウムについて、市で作った資料と
振興協議会のなかで話していることを紹介して
も良いとの了解を得てきましたので、お話をし
たいと思います。
最初に、中小企業でも小規模の企業者、家族
経営の企業者でも、社会的にこのような人たち
の見る目は、やはり変わってきていると思いま
す。以前は中小企業、いわゆる小規模は、自分
の商売だけもうければよいのだというところが
ありました。そして、にっちもさっちもいかな
くなって倒産してしまったら、「ああ、仕方ない
ね」、「1つ競争する業者が減ったわ」というよ
うな感じで見ていたと思うのです。ところが、
いまはだんだん変わってきまして、中小企業あ
るいは小規模企業者が地域に果たしている役割
は、本当に大切な存在だということがわかって
きたわけです。
これは大きな収穫だと思いますし、何といっ
ても、中小企業基本法という法律が、昭和 38 年
にできて、その後平成 11 年に改正されたとき
に、中小企業を見る国の姿勢というのが、ほん
とうに変わっていました。いわゆる格差、不利

益を是正する政策を投げ捨ててしまっていまし
た。あるいは、多数の業者、事業主、さらに少
数者支援の改革の基本、いわゆる積極的な姿勢
をもっている一部の企業だけを国として支援し
ます。極端な言い方ですけれどもそういうこと
でした。
私は地元で設計事務所をやっています。商売
をしていて、攻めの姿勢でやっていくというこ
とは大事ですけれども、しかし地元で長らく家
族経営とか、いろいろ商売をしてきた人たちが
無視されるような政策はあってはならないと思
うのです。

条例制定の主な過程

中小企業、家族経営というものが改めて大切
だということで、地元の中小企業基本条例を作
ろうという話がありました。この条例を作ると
きに、役所が自然的に各地域で基本条例ができ
たから恵庭市でも作ろう、とやったわけではあ
りません。私たち地域業者の人たち、いわゆる
まちの有志の人たちが、中小企業基本条例は必
要だ、だから何としても作らなければというこ
とで勉強会を始めました。今日、隣においでの
中小企業家同友会の人たちも、そして私たち民
商、全商連の人たちも一緒になって地域のなか
で条例を作ろうと頑張って、そして市や商工会
議所も巻き込んで運動を進めてきました。
始めは役所としては、「ただ言ってもだめだ
から、陳情書を出してください」と言ってきま
した。陳情書を出すときには、私たち有志の業
者、それから商工会議所と一緒に提出したかっ
たのですが、商工会議所側は一緒には出さない、

中小企業振興条例と小規模企業振興基本法を
どう活用するか
─北海道・恵庭市中小企業振興協議会の議論に参加して─

北海道商工団体連合会会長　石塚 隆幸
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別々に出すからとのことでした。ほとんど同時
に別々に、文言はだいたい同じような内容で出
しました。それらをあわせて役所としても、陳
情書も出ているのだから振興条例を作ろうと、
前向きな姿勢になってきました。条例を作る前
に役所にも支援を頂き勉強会を何回も開いて
やっと条例ができ上がったということです。

我がまち、恵庭市の概要

我がまち恵庭市の概要ですけれども、空の玄
関、新千歳空港の隣町で、人口 6万 9,000 人、7
万に近い人口であります。いま、各地域の市町
村は人口が減っているなか、何とか横ばいを
保っている、あるいは少し微増であるというよ
うな地域です。
まちの特徴としては自衛隊の駐屯地が 3つあ
り、北海道大演習場もあります。夜の人口と昼
の人口を比べますと、昼の人口のほうが少ない。
どちらかというと札幌とか千歳とか、隣町に仕
事に出かけている人が多いということです。
産業分類別で見ますと、三次産業が 84％、従
業員数でも 96％の人が三次産業にいるという
ことであります。それから小規模事業所数は製
造業で 9人以下、そしてその他では 4人以下の
事業所で 51.7％となっています。

条例制定後、初の中小企業実態調査を実施

2013 年に市の振興条例ができ、その後に、民
商と自治体と懇談をしました。市側もこれから
中小企業の問題を論議するときには、民商さん
にもぜひ入っていただきたいというような要請
がありまして、私が担当することになり、振興
協議会でいままで論議を重ねてきました。
まず、最初にやったことは中小企業基本条例
に基づいて、市内の中小業者がどのような状況
下にあるのかというアンケート調査を市がやり
ました。予算を 350 万円取り、これを市の商工
会議所が実施し大学の先生方に入っていただい

て分析をしてもらいました。
たくさんのことが分かりました。サービス業
では売り上げが下降ぎみだという方が 48.8％に
までなっていることが分かりました。次に、流
通、商業関係も、39.8％が下降ということであ
ります。どういうわけか建設業関係は、横ばい
というような状況が出ています。下降傾向は何
が原因なのかということですが、仕入れ値が上
昇した、同業者や大型店の進出、更にネット販
売の競合などが考えられることがわかりまし
た。
それともう 1つ気になることが、売り上げが
下降と答えた事業者の年齢層で、60 歳以上の方
が 60％以上を占めていると点です。創業者が年
齢を重ねるごとに、「ああ、売り上げが減った」
というような状況が出てきています。意外と若
い事業主は、売り上げが伸びているというよう
な状況にもなっております。
事業継承についてのアンケートも取りまし
た。現時点で事業継承を考えていないという人
が 37.5％にもなっているということです。その
内訳として、60 代から 80 代までの事業主のな
かで 64.5％の人たちが、まだ真剣に考えていな
い、事業を継続することを考えていないという
ことが、この調査で明らかになったわけです。
それから、後継者は決まっておらず候補者も
いない事業主でも、事業は継続したいという方
も 19％います。事業継承が決まっていない理由
についていろいろありますが、適切な人材がい
ないが 38.3％、後継者の育成ができていないが
33.3％、というような状況がわかりました。
中小企業振興協議会の委員の基本的なスタン
ス、考え方は、地域の中小企業が自ら努力する
ことはもちろん大事です。そして、安心して商
売ができる社会を構築するのも大事。そのため
にいま、何が必要なのかと考えるということは、
委員のなかではほぼ一致しています。
しかし、それを実現するためにどうするのか
という考え方になると、それぞれ委員のなかで
はバラバラです。まちの特産物を積極的に全国
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に広げて、我がまちの魅力を知ってもらうこと
に力を入れるべきである。そうすることによっ
て中小業者も、活性化してくるんだというよう
な話。また、比較的中小企業でも大きな企業を
誘致してみては、そのために工業団地の開発が
必要だと、このように発言する委員の方もおら
れます。これは意見が二分して、いろいろと論
議になりました。
2015 年度に休廃業・解散した北海道の企業数
が 1,935 件あり、同期の倒産企業数の 6.9 倍、約
7 倍も休廃業・解散した人たちがいます。倒産
よりはまだ良いのかなとは思うのですけれど
も、しかし、このような大きな数字が自然に消
えていっていること事態が非常に重要なことで
あります。

協議会のなかではさまざまな意見が

それから、振興協議会の論議のなかで言われ
たことですが休廃業の問題で、市が弱者を保護
するという観点はわかるが、市民の税金が廃業
するかもしれない中小企業に使われるのはいか
がなものかということでした。それよりもこれ
から未来のある子どもたちに対して、お金を使
うべきではないかという人も委員のなかにはお
りました。
私は、やはり中小企業が、その地域のなかで
果たしている役割というのをよく理解していな
いのではないかなと思います。たとえば、企業
誘致をして中小企業でも少し大きな企業が来た
ら、その企業に対して 3年間の固定資産税のお
まけというか、一時棚上げにして、何年か後に
は払ってもらうとかという制度があります。そ
ういう制度があるのであれば、地道に営業して
いる地元の中小零細業者に対しても、それと同
じような、あるいはそれと似たような方策を取
ることができないのかなということを、私は
常々思っています。
また、高齢化による廃業は、ある程度はやむ
をえない。そのかわりに、新たな創業を増やす

魅力的な補助や優遇制度を設けて、大胆な施策
を実施する必要があると思っています。
私たち民商・全商連は日本版中小企業憲章と
いうのを出しています。これを委員の方に全員
に読んでくださいと渡しましたが、これに対す
る反応はありませんでした。
それから私は、協議会があったときに小規模
企業基本法をどう活用するかというパンフを
使って、委員の人たちが勉強会をやる必要があ
るのではということを言いました。大学の先生
の人たちはパンフを読んでいるかもしれないけ
れども、地元の企業の人たちはなかなか読んで
いません。協議会で論議をして地元の企業をど
うするかということを考えたときに、この小規
模企業振興基本法に則って論議することが非常
に大切なことではないかなと思っています。
北海道としても小規模企業基本法という条例
が、2016 年の 4月からできました。この振興の
あり方について意見を一般的に求められ、北海
道商工団体連合会として意見書を上げておりま
す。これは、今日も来ておられます北海道商工
団体連合会事務局長の池田さんが作って、道庁
のほうに提出しております。

地域経済、特に農業と中小企業に
大きな影響を与える TPP

それから、今日も出ておりました、地域経済、
特に中小企業に大きな影響をもつ TPP の問題
であります。これは交渉過程が明らかにされて
いない関税を撤廃して、輸送サービスや取り引
きを自由化するものです。北海道は農業にとど
まらず、輸送産業などいろいろな産業が盛んで、
中小企業に対する影響というのはほんとうに大
きなものがあるのです。この問題についても、
やはり私たちは注視しなければならないと思い
ます。
私個人として考えるのは、何といっても食の
安全、日本の国民が口に入れるものを他の国に
頼っていいのかどうかということであります。
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やはり自分の口に入る農産物、食品は日本の国
のなかで作ることを基本とするということでは
ないかと常日頃、私自身は思っています。
振興条例で使える制度を活用し、小規模の観
点から改善させる具体的な議論や提案を進める
ということが重要です。小規模企業の実態調査
を、5年に 1 回と役所のほうは言っていました
けれども、これを必ずやって、この中身につい
て知らせるということです。

制度を活用、改善させる
具体的な提案する力を身につけよう

それから、私たち小規模企業者の立場からも
自治体に政策要望、いわゆる提言をする力を身
につけなければいけないし、具体的な仕事おこ
しの提案をしなければいけません。そのために
は、事業者自らの経営と交流会なども開いて、
そのなかで何がいま私たち中小・零細企業のな
かで必要なのかを話しあう、そういう話し合い
も大事だと思います。ですから、今日のシンポ
ジウムの役割というのは、非常に大切なことだ
と思います。そのようなことを申し上げて、私
の報告といたします。ありがとうございました。

吉田　ありがとうございました。石塚さんのほ
うからは、北海道の自治体のなかでの中小企業
振興基本条例づくりで、中小企業の経営者自身
のなかにも、中小企業に対する位置づけがばら
ばらになっている現状があるとお話がありまし
た。次に杉村さんが自治体単位の条例に対して
国レベルでの中小企業憲章の問題で話されます
けれども、追い風が吹いてきてるのは憲章も国
がつくったという点です。

去年から、金融行政方針が、いままでとは違
う方針になってる。何かというと、いままでは
地域密着型の金融機関は赤字企業や不良債権を
切れ切れと、その一環として、要するに廃業す
るのはほっとけ、ベンチャーとか新しいところ
に注入しろとなりました。そう言ってたけれど
も、そればかりやってたら地域の中小企業が伸
びないし減る一方ということで、それをいま育
成するほうに力を入れろとなっています。とく
に既存企業の支援や事業承継に力点が置かれつ
つあります。事業承継ができない地域で、新し
い産業は起こるはずないわけです。金融機関も
お金を貸すだけじゃなくて、新しい産業が起
こってくる前提として、きっちりと業者が事業
承継できる、そういう方向性にノウハウを提供
しろと、それでチェックしていくと変わってき
てるわけです。
そういう点で、いまの国の方針は、完全にグ
ローバルスタンダードに合わせていくという流
れと、地域をどうするかを考えている国の機関
とか自治体といった現場とで、非常に複雑な流
れが出てきている。そういうのをうまく活用し
た形で、中小企業憲章って何なのか、条例って
何なのかと内的発展を起こしていく必要性があ
ります。条例の場合、結局は住民自治と一緒で、
地域産業振興に対する業者自治、経営者自治と
いうのがないとほんとうの意味で自律的な内的
発展ができていきません。それでいま同友会も
民商も、さまざまな苦労を重ねているというの
が現状です。
そういう流れのなかで、次にお話いただく杉
村さんは全国各地の同友会の仲間を回って憲
章、条例を制定して具体化を議論しておられる
最適な方です。そういう観点を中心にして、状
況を報告していただきたいと思います。
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皆さん、こんにちは。中同協の杉村と申しま
す。私は 42 年前に、静岡に中小企業家同友会を
作った創立メンバーの 1人で、約 15 年間、県代
表理事を務めたあと、2004 年、中小企業憲章と
条例運動を始めるにあたって、中同協へまいり
ました。
このシンポジウムは今回 3回目です。第 1回
目は私どもの幹事長、第 2回目が政策委員長、
そして 3番目は私がお招きされましたが、実は
この企画は、今日ここで熱心な皆さんのお姿を
拝見して、中同協がこのシンポジウムを共催者
の 1人としてやらなければならないのではない
かと、その点私どもの努力がまだまだ足りない
なということを感じております。

中同協の歴史と理念
「国民や地域とともに歩む」

それでは報告させてもらいます。中小企業憲
章と条例と地域の活性化、なぜ経営者団体であ
る中小企業家同友会が、この運動を進めなけれ
ばならないのか。なぜ同友会が憲章・条例なの
か。このテーマを、相当長い間、会内で常に議
論をし、理解者を増やす努力をしてきました。
まず、これには同友会の歴史があります。
1947 年、終戦直後に、全中協という経営者の
団体ができました。これは世界大戦、太平洋戦
争の悲惨さと、そして被害を被った中小企業、
中小工業者、そして不要不急の産業として淘汰
されて、兵士になり、あるいは廃業を余儀なく
された業者の方々の思い、平和と戦争の問題、
そしてさらに人間尊重の精神こそ大事だと切実
に感じた先達がこの会をつくったのが、そもそ

もの歴史であります。
その後、経営者団体でありながら、自主的・
民主的に運営しなければいけない、さらに連帯
が加わり、私どもの理念になっています。だん
だん歴史が重なると同時に 3つの目的、よい会
社をつくろう、よい経営者になろう、そしてよ
い経済環境をつくろう、を掲げます。そして第
一次、二次オイルショックの直後、あれだけの
混乱に陥ったなかで、千載一遇のチャンスだと
いうことで値上げもずいぶんやられたんです
が、そのときにわれわれは、決して悪徳業者に
ならない、と宣言しました。「国民や地域ととも
に歩む」、1974 年に会の理念として到達しまし
た。
その後、1970 年代、80 年代は中小企業にとっ
て非常に厳しい時代でした。特に労使紛争で、
町工場、小さな会社であっても、突然赤旗が
立って団交を要求される、総資本対総労働と
いったそういう厳しい環境のなかで、私が同友
会に入った動機もそのころです。30 人前後の下
請け企業に労働組合にできたということがきっ
かけになってるわけですが、先輩の経営者たち
は、労働組合とどう向きあうのかなど真 に議
論しました。その結果生まれたのが、いま皆様
の手元に参考資料としてある、「人を生かす経
営　中小企業における労使関係の見解」を、約
4～5年かかって、徹底的に議論した上でやっと
まとめ上げました。いまの同友会のなかでも、
新しい会員が続々と入会するなかで、経営責任
の自覚、経営指針づくりを軸として、まずこれ
をわかってもらう努力を進めている経営者団体
であります。
その過程のなかで 1つ大切なのは、1957 年に

中小企業憲章・条例と地域の活性化

　
中同協 中小企業憲章 ･条例推進本部副本部長　杉村 征郎
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結成した東京同友会が、20 周年記念行事とし
て、中小企業の役割というのを理論的に明らか
にしました。そこから現在に至って、やっと中
小企業の役割ということが多くの人に、また多
くの会員にわかるようになったと思います。企
業数においても、99.7％。雇用においても 7割
の人々。特に田舎の県に至っては、99％の働く
人が中小企業で生計を立てています。そして輸
出数においても、納税においても、社会保険料
においても、そして女性の雇用についても、そ
して非正規労働者の少なさにおいても、同友会、
中小企業がほんとうに重要な役割を果たしてき
ているということ対して、責任と同時に誇りを
もつと、そういう運動がつながっているわけで
すね。

欧米の憲章、政策から学び励まされたこと

中小企業全体の経営を守る立場から、大企業
本位の政治、経済、社会をどのように認識する
か、会の理念と世界の潮流と「中小企業憲章・
条例」というのが提起されました。私たちの情
勢認識においては、大企業の論理、グローバリ
ゼーション、空洞化が全国にはびこり、同時に
新自由主義、いわゆる勝ち組・負け組とか、自
己責任とか、あるいは雇用、就業構造もどんど
ん変えられていきました。また、小泉内閣の構
造改革、そしてわれわれは、「激変消滅の時代」
と定義をしていますけれども、新型の構造的複
合不況、トリクルダウンがもう神話になってし
まいました。
大企業だけがもうかって、中小企業・小企業
には何も恩恵がありません。同じ国でありなが
ら 2つの経済、グローバル大企業と地域にかか
わる企業と経済がまったく分断されました。ま
た、金融は貸し渋り、貸しはがしという流れで
す。そこで 1990 年代の終わりごろ、私たちは金
融アセスメント制定運動と消費税に対する学習
運動というのを始めるわけです。
そういうことが、経営者の運動でありながら、

情勢認識のなかで社員の立場、社会的立場に立
つ。いわゆる三大不安、「雇用と収入と老後の不
安」、これに対してわれわれも無縁でないとい
う情勢のもとで、この憲章・条例制定運動を提
起するわけです。
いまから 13 年前、2003 年に、これからこの
運動と学習運動を進めることを、総会で決定し
ました。当時の会長は、「憲章・条例運動こそま
さに業者運動から国民運動へということの総決
算の具体化である。同友会運動がそういうとこ
ろにまで集約されなければ、中身は本物とはい
えない。憲章・条例運動こそ、よい意味での同
友会活動そのものだ」とおっしゃるんですね。
もちろんすぐにピンとわかる方ばかりではあり
ません。そこでその翌年、2004 年 8 月、学習推
進運動本部ができ、それ以来私は「語り部」と
して、各地を行脚しつつ説得し、理解をしてい
ただくことを使命感でやっています。
日本だけでなくて、世界に目を向けると、当
時アメリカはクリントン政権でした。アメリカ
は大独占企業の国でありながら、地域では非常
に革新的な政策「RCA法」をやるわけですね。
その結果、その当時女性の起業家が何百万と増
えるという状況でした。
同時にヨーロッパで、新自由主義の影響を受
けながらも、2000 年 3 月に EU加盟国首脳が集
まって、「ヨーロッパ小企業憲章」、リスボン憲
章ともいいますけれども、これを発布します。
「小企業はヨーロッパ経済の背骨である、小企
業は雇用の主要な源泉であり、ビジネスアイ
ディアをはぐくむ大地である」という、画期的
で感動的な内容に、非常に勇気づけられました。
そこで 2008 年 5 月、中同協は視察団をくみ、30
人で訪問して、ヨーロッパ中小企業同盟とか、
EUの官僚と、ほんとうに深く議論をしました。
2010 年 10 月には、アメリカでは実態はどう
なんだろうということで、視察に行きました。
そこで私たちが学んだことは、「Think small 
fi rst」（小企業のことを第一に考えろ）、これが
合言葉になっていたことです。そして、
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「Listening to small business」（小企業にこそ耳
を傾けろ）。「Mind shift」（発想の転換）。こう
いうスローガンに非常に元気づけられました。

憲章・条例制定運動の理念

このように憲章運動が進んでいくわけです
が、その理念は何なのかというと、「圧倒的な国
民の幸せの実現」と定めました。そして目的は、
「中小企業・小企業の安定した繁栄」です。つま
り社員を含めた国民の雇用収入を、われわれは
保障しなければいけない、その責任があるんだ
という目的です。当面の課題としては、「生き
る、くらしを守る、しかも人間らしく生きる」
ということの実現。「地球環境の保全、限りある
資源を節約型の経済を確立していく」という、
当面の 3つの目的を決めました。
将来的には大きく、人類の生存憲章として、
いずれ東アジアにおいても、国連においても、
中小企業・小企業の重要性を評価すべきだとい
う展望をもっていきたいと考えています。しか
しながら、理想からほど遠いこの現実との乖離
をどういうふうに埋めていくか、自社と憲章と
の関連づけ、経営観、社会観、人生観を問いな
がら常に根本的、基本的な学びの過程がありま
した。同時に多くのまだ十分わかりきれない経
営者にも、成り行きに流されずに、自ら歴史を
つくっていく主体になるべきだと訴え続けてい
ます。人間の幸せのための経済、ほんとうの意
味での「経世済民」ということを取り戻すと。
現在では 4万 6,000 人の会員のうち、過半数の
2万数千人が、この学習運動に参加をしたこと
になると思います。
ただこういう 10 数年の長い運動のなかで、
われわれ経営者だけではやはり理解することは
不十分ということで、良心的な学者の先生の知
性と知見、あるいは現状に対する分析力、そう
いう意味での手助けが非常に大切だったわけで
す。ここにおられる吉田敬一先生も、そういう
意味で知らない人がいない、ほとんど顔も知っ

てらっしゃいます。多くの会員は先生方からの
影響を受けています。
そして憲章・条例運動では、EUの憲章を紹
介しながら、それを進める上で、三井逸友先生
や、ずっとアドバイザーとして大林先生とか、
最近の条例運動では植田先生とか、そして岡田
先生などに、常に学習のためのよきアドバイ
ザーとなっていただいています。

中小企業憲章の矛盾～光と影～

非常に長期間かかって努力をしてきた、その
結果が「いま」になりました。いまになったと
いうのは、中小企業憲章は 2010 年に閣議決定
するわけですけれども、これに対する評価は、
同友会のなかでも正直に言って徹底的に議論し
たことはありません。ただ、中小企業の重要性
を認めた、政府の唯一の理念法であることはわ
かります。「中小企業が経済をけん引する力で
あり、社会の主役である」とか、あるいは「国
の財産ともいうべき存在である」とか、「どんな
問題も中小企業の立場で考えていく、中小企業
への影響を考慮して、政策を総合的に進め、政
策評価に中小企業の声を生かす」、こういうふ
うに書いてあること自体は、評価すべきだとい
うことは一致しております。しかしその過程で、
参議院選挙対策で非常に急いだのと、ごく少数
の官僚、ごく少数の議員、そして超スピードで
これをつくった。そういうことで現内閣、官僚
にも国会議員にも、無関心派が圧倒的だと思い
ます。
私どもは 5年間かけて、衆議院の議員会館で
国会議員を呼んで毎年 6 月に集会をひらき、1
人ひとり決意を語ってもらうわけです。ところ
がわれわれの評価では、中小企業立国、あるい
は憲章というのはまだ道が遠い。新成長戦略と
かアベノミクスとか、大企業重視の政策という
のは一向に変わりません。地域経済が戦略的な
テーマになっていない、あるのは外交とか防衛
だとか TPP とか憲法改正とか、そういうこと



─ 24 ─

だけが目立つようなものであって、憲章の理念
が理解されていないのではないかと思わざるを
えないのです。
議員の方々が、われわれの前では決意は述べ
ますけれども、その財政的な裏づけがありませ
ん。憲章成立後も、成立前と同じく、国家予算
に対する中小企業対策費というのは 0.2％前後
です。これは中小企業基本法が 1963 年に成立
以来、ずっと変わっていません。53 年間変わっ
ていないのです。したがって、私たちは憲章を
国会決議に、そして中小企業庁を庁でなくて省。
そしてこれを PDCA で回すような会議体をつ
くれと要望しています。そしてこの憲章の周知
徹底を図るべきだということも、いまも今後も
求め続けざるを得ないということであります。
憲章が不十分なら、私たちの力で地方・地域か
ら国を包囲する、条例で外堀を埋めていく必要
があります。

憲章づくりは急かさず、気張らず、諦めず

憲章ができて 2年後、2011 年に震災がありま
したからあまり進まなかったのですが、2013 年
以降、急速にわれわれも関与する条例ができて
います。全国では 42 道府県、そして 188 の市町
村でこの条例ができました。とはいえ、全国の
自治体が 1,890 ぐらいありますから、やっと 1
割です。そして同友会の支部も全国にあって、
460 支部あるわけですが、それでも 188 という
のはまだまだ少ない。そういうことで、同友会
全体の働きとしてこの条例の学習と制定運動を
どうやってつくっていくか、これを今年からさ
らに憲章・条例本部を拡大して、倍以上に拡大
して全国的に進める集会をこの 2日後に開催し
ます。
私たちのいままでの教訓では、条例づくりと
いうのは「急がば回れ」で、あせってはいけな
い、急かさず、気張らず、諦めず、それから地
域ビジョンとか地域再生とか、活性の夢や希望
を語る。学習をしようと、「中小企業の見地から

日本経済ビジョン」という学習運動を提起し、
同時に原子力、化石燃料に依存しない「中小企
業エネルギー宣言」というのを今年の総会で採
択しました。「エネルギーシフト」はエコノミー
シフトだということ、そして公正公平な税制、
中小企業は平和な環境でのみ繁栄する、そうい
うことをひっくるめて、学習運動を続けながら
運動を進めていくことにしています。
「中小企業振興基本条例」の中身は、皆さん
のお手元に資料があります。制定してからの運
動づくり、実践事業をたくさんそこに載せてあ
りますから、ぜひお読み願います。いずれにし
ても実効ある条例というのは、できてからがス
タートなんです。成果がぽーんと出てくるわけ
じゃない。親鳥が餌を運んでくれるわけじゃあ
りません。そういうことでこれから頑張ってい
くつもりです。どうもありがとうございまし
た。

吉田　条例をつくっても、その条例のなかに
TPP や広域自由経済圏が入ってくると、自治
体ごとにやる内容というのがガタガタになって
しまう危険性もあります。韓国では米韓 FTA
締結後、非関税障壁になるということで学校給
食への地域農産物活用方針が撤廃になったよう
です。条例は都道府県の枠内です。それをちゃ
んと全国レベルで、共通した日本の経済指標に
なっていくためには、中小企業憲章をきちんと
実効性あるものとし、日本全体で貫徹させてい
くことが必要です。中小企業憲章になってくる
と、中小企業庁、経済産業省の所轄になってき
ますので国政変革の展望ともかかわってきま
す。
EUは中小企業憲章をつくったとお話があり
ましたが、EUができて企業や人が国境を越え
て自由に動く、さあ大変だと、このまま行った
ら中小企業は駄目になるということになりまし
た。市場原理主義による地域密着型企業の危機
や、地域社会の空洞化への歯止め役としてドイ
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ツのマスター制度、それからイタリアの職人企
業の制度に大きな規制圧力があったわけです。
それをEUレベルで共通項にしようと、持続可
能な地域づくりのために小企業憲章（EUでは
250 人までが中小企業、50 人までが小企業）を
つくって、“Think Small First” 経済政策に際し
ては、まず最初に地域に根差し安定したような
形態の雇用を提供する小企業への影響を考えて
実施することが宣言され、ちゃんと毎年議会で
チェックするわけです。その結果、一番体質の
弱い自営業者は、ドイツでは増えてるわけです。
イタリアでも安定しています。国民の数と自営
業者の数を見たら、圧倒的にドイツ、イタリア、
オーストリア、スイスも多いわけです。という

ことは、中小企業も自営業も社会的な存在意義
はある、必要だからもう残してるわけです。そ
の前提は国全体、EU全体で、小企業の役割と
いうのは、企業の論理、資本の論理だけではま
かなえないものを果たしているということで
す。
だから条例を活かしていくためには、その基
本である中小企業憲章を国の政策基盤として位
置づけたうえで、日本全体の中小企業をどうし
ていくかということをきちんと勉強していくこ
とが必要になってくるので、杉村さんは一生懸
命、全国を駆け巡っていらっしゃいます。資料
等々あとで時間があれば目を通していただきた
いと思います。
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皆さん、こんにちは。自治労連の福島といい
ます。自治労連というのは、全国の自治体、あ
るいは公務公共関連職場に働く労働者でつく
る、現在 15 万人ほどを組織してる労働組合で
す。
自治労連は、歴史的には、結成から四半世紀
ぐらいたっていますけれども、もともと自治労
連をつくった大先輩もそうなんですが、やっぱ
り私たちは労働組合ですから、働く者の賃金や
労働条件の改善のために努力するということは
当然です。けれども、それだけじゃなくて、わ
れわれがフィールドにしている地方自治体、そ
こに働く住民のくらし、こういったものを良く
することを車の両輪として、この間ずっと取り
組んできました。

自治体、国の役割は憲法が規定する
基本的人権が保障できる地域をつくること

自己紹介を簡単にしておきますと、私は今年
の 3月まで京都府の職員をしてましたが、いま
はもう辞めて、組合で生きていこうというふう
にしました。その府職員としての 30 年間のな
かで、税とか統計とか土木、農林、こういった
行政分野をずっと経験をしてきました。そう
いった角度から、今日は自治体の果たす役割、
それとあわせて、いま地方自治体の現状はどう
なってるのかということを、いくつかの事例な
ども報告をさせていただきたいと思います。ま
た、その背景にある国の問題と、われわれ自治
労連がどんなことやってるのかということにつ
いて、お話をしたいと思ってます。
自治労連が今年の 5月に出した改訂版の、地

域再生の提言素案というものを資料としてつけ
させてもらってます。
まず自治体の役割ということで、先ほどいっ
たように、私は京都府の職員をしてました。京
都府は 28 年間に渡って、蜷川府政という革新
自治体として、西の文科省、そして農林省とい
われるような、ほんとうに先進的な行政を行い
ました。私が入所したときにはすでに落城して
ましたが、労働組合にはそのDNAというか、
住民の命やくらしを守る、そのことが自治体の
役割だということは、脈々と受け継がれてきて
います。もちろんいまの地方自治法のなかでも、
地方自治体が住民の福祉の増進を図ること、そ
のことがうたわれています。
私はこういった労働組合運動もやるなかで、
最近つくづく思っているのは、日本のどこに住
んでいても、いわゆる憲法が規定をする基本的
人権、これが保障できる、そういう地域をつく
ること、そのことが自治体に、国も含めて、第
一義的に求められているのではないかと思って
います。それを非常に体現されているのは、私
は沖縄県の翁長知事で、住民の民意を背負って
ほんとうに頑張っておられると思っています。

地方自治体の現状から
「地方創生」をどうみるか

しかし今日は、いわゆる中小企業のシンポジ
ウムということなので、たとえば先ほどお話が
ありました中小企業振興条例の制定の問題など
にかかわると思いますので、そういう先進的な、
地域循環型の施策をいろいろと展開していると
ころがございます。たとえば、公契約条例では、

都市も農村も、憲法をいかし、
安心して住み続けられる地域に
─安倍「地方創生」ではなく、「住民が主人公」を貫き、地域の再生を

自治労連副委員長　福島  功
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冒頭、世田谷区長のほうからお話がありました
けれども、全労連の調べで、今年の 4月現在、
賃金の下限条例を含む公契約条例を 18 の自治
体が制定しています。そして入札要綱による適
正化については 11 自治体、いわゆる理念条例
についても 15 自治体ということで、22 の道府
県、そして 44 の自治体に広がっています。
ただ先ほどのお話にもありました、中小企業
振興条例は 42 の道府県、188 の市町村というこ
とです。いま地方自治体というのは、平成の合
併をしたあとですけれども、それでもまだ
1,788 あります。それからすると、まだまだこう
いった取り組みというのは、緒についたばかり
ということで、だからこそこういうシンポジウ
ムを開いて、運動を広げていこうということに
なっていると思っています。
なかなか条例が広がらない一方で、地方自治
体はどんな状況になっているのかということで
あります。最近の事例でいいますと、冒頭、吉
田先生のほうからお話がありました、「地方創
生」というのがいま地域においては、非常に大
きな焦点となっていると思っています。もとも
とこれは、東京の都知事選挙にも出た元総務大
臣の増田さんという方が、2014 年に増田レポー
トというのを出されました。2040 年までに、人
口がどうなっていくのかということを試算した
結果、ほぼ半数の 896 の自治体が消滅する可能
性がある、と大々的に発表したわけです。
これを受けて、政府のほうが動きました。私
もいまでも覚えているんですけれども、2014 年
の 11 月に選挙がありましたよね。その選挙の
前、いつでも解散できるという状況だったんで
すけれども、そのときにいわゆる「地方創生」
を進めるための「まち・ひと・しごと創生法」、
これを通してからわざわざ解散をした。それだ
け政府のほうは、「地方創生」にかけるものが
あったのではないかと思っています。

「地方創生」で格差が拡大している

簡単にわれわれが「地方創生」をどのように
認識をしてるのかということについて見ていた
だきたいと思います。この決まった「まち・ひ
と・しごと創生法」によって、政府は長期ビ
ジョンと総合戦略をつくっています。そして
2015 年度末までに、それぞれの地方自治体で、
それぞれの人口ビジョンと地方版総合戦略をつ
くるということが決定されました。その結果、
その期日までに、99.8％にあたる 1,737 の市町
村がこの計画を策定しました。その計画の中身
やその後の国の対応などについて、これも京都
の事例で恐縮なんですけれども、ご紹介をさせ
ていただきたいと思います。
全国の市のなかで最も早く地域版総合戦略を
つくった自治体に、京都府の京丹後市というと
ころがあります。ここは、当時人口が 5万 8,500
人で、まさに増田レポートのなかで、消滅可能
自治体と位置づけられていました。そして国立
人口問題研究所の将来人口推定では、この京丹
後市は 2060 年に、半分以下の 2万 6,000 人に人
口が減ると推定をされていたところでありま
す。
ところがこの京丹後市がつくった人口ビジョ
ンでは、同じ 2060 年まで人口が 3 万人増の 7
万 5,000 人に増えるといっています。この京丹
後市があるところは、京都の一番北の果てでご
ざいまして、私も京都府に採用されてすぐに赴
任をしていたことがあったんですけれども、ほ
んとうに田舎なんですよね。この田舎の 6つあ
る町を合併して、いま京丹後市となっています。
どうやったらここで人口が増えるのだろうか
と、私なんかも実感として思うところでありま
す。
一方今回、1,737 の自治体が、全国で地方版総
合戦略つくったといいましたけれども、これを、
実は 2015 年の年度末ではなくて、10 月までに
策定をすると、いわゆる地方創生加速化交付金
というのが出されることになりました。京都府
は、全国の都道府県のなかで一番多く交付金を
もらいました。京都の山田知事が、全国知事会
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の会長をやってるということなども関係してる
のかなという、ちょっと政治的な面もあります
が、一方で、事業の計画を 100％採択された京
都市であるとか、先ほどいった京丹後市は、
9,000 万円の交付金が交付されました。
京都府のすべての市町村が交付されたのかと
いうと、実はそうじゃない市町村もありました。
京都府はこの間、加速化交付金のなかで、海の
京都、森の京都、お茶の京都といって、北から
海、そして京都府の中部については森、そして
南部については宇治があるのでお茶ということ
で、そういう政策展開をしてきました。今度は
竹ということで、たけのこが有名な乙訓地域に
位置する向日市というところが、特産のたけの
こを生かした計画をつくって、申請をしたわけ
です。ところがこれについては、国からストー
リー性がないといわれて、採択もされず 1円も
交付されませんでした。
われわれが結果から見るのは、やっぱり国が
させようとする施策に合うようなところについ
てはお金を出すけれども、そうじゃないところ
には出さないということで、まさにこの「地方
創生」で格差が拡大してると思っています。

自治体が率先して
ワーキングプアをつくっている

地方自治体の現状の 2番目に、私が皆さんに
お伝えしたいと思っているのは、いわゆる自治
体におけるワーキングプア、非正規の皆さんの
問題です。地域の活性化と、そこに働く労働者
の安定した雇用というのは、非常に大事な問題
だと思います。けれども、このことに関しては、
自治体が率先してワーキングプアをつくってい
ると私は思ってます。
2005 年から政府が音頭をとって、いわゆる行
政改革をやるということで、集中改革プランと
いうのをつくってやらせてきました。そして 5
年後の 2010 年にはいったんやめたんですけれ
ども、その後も自主的な行政改革と称して、地

方行革を進めてきたんです。そしてこの間、地
方公務員の数は、2005 年からの 10 年間で、30
万 4,000 人削減をされて、いま 273 万人あまり
となってます。一方で自治体に働く臨時、ある
いは非常勤の職員が増加をして、今年の 4月 1
日で、総務省の調査で 64 万 5,000 人に増えてい
ます。この調査を始めたのが 2005 年なので、こ
の 11 年間で約 19 万人も増えてるということが
わかりました。
こういう自治体の非正規の方たちの、賃金や
労働条件はどうかというと、東京都の例ですけ
れども、東京春闘共闘の調査によりますと、昨
年の東京都の最低賃金は 907 円でした。23 区と
の三多摩の 53 自治体の非正規の最低時給は平
均で 936 円、三多摩地域の 30 市町村は、21 団
体で最低時給が 910 円以下だったということが
明らかになっています。
一方国の場合は、常勤職員と 1週間の勤務時
間が同じ期間業務職員というのがありますけれ
ども、政府の調査によると、この方々にはほと
んど期末手当とか、また 8割弱の方に勤勉手当
が出てます。しかし地方の場合は、常勤職員に
該当されるとしている、勤務時間が常勤職員の
4分の 3 以上の職員の方について、実に 1割し
か期末手当が出されていない。そして通勤手当
においては 1割未満しか出されていないという
ことが、明らかになっています。
そして賃金・労働条件だけじゃなくて、雇用
の問題では、これは裁判でも明らかになった長
崎県の実例なので、ご存じの方もおられるかも
しれませんが、社会保険料を逃れるのが目的で
はないかといわれていますが、県の要領では、2
カ月間に 25 日間働けばいいよと、そうすると 4
分の 3になる。その結果、2年半で 67 回雇い主
が変わったというケースも出ています。
こういう実態があるなかで、国が何をやって
るかというと、選択と集中という言葉で、先ほ
どいった「地方創生」の問題、そしていま公的
サービスの産業化というのがいわれています。
そして特に、自治体の職員数が増えないなかで、
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いわゆる非正規と同時に仕事そのものを外部に
もっていくというやり方をやらされようとして
います。その結果、先ほど広島のほうからも指
定管理という問題とかいろいろ出ていました
が、たとえば学校給食を委託した浜松市では、
2015 年の新学期の直前に、委託業者が辞退をし
て、1学期間学校給食が提供できなかったとい
う例であるとか、あるいは佐賀県の武雄市の図
書館はレンタル業もしているTSUTAYAの関
連会社がやっていますけれども、10 年以上前の
試験対策書といった大量の古本を税金で購入を
する、こういった事態が起きています。
あわせてこの間、地域間格差も非常に大きく
なっていて、最賃の問題は先ほど触れられまし
た。私がもう 1つ言いたいのは、2006 年に地方
自治体の職員に対して、国もそうなんですけれ
ども、給与構造改革ということで、地域手当が
出されてます。これは 0％から 20％という格差
が全国であるんですが、これに対して、和歌山
県のある町で、「地方創生」の施策を検討する会
議のなかで、そこの担当者から出席した学校職
員に、卒業する生徒に対して、地元の役所や企
業に就職するように勧めてほしいというふうに
要請したところ、「卒業生は支給される地域手
当が高いほかの自治体に流れていく」「地域間
格差が拡大する一方だ」「国は地域を元気にす
る『地方創生』というが、そんなものは絵に描
いたもちだ」という意見が出されるような実態
であります。

自治体と懇談し多くの共感を得られる
憲法キャラバン

TPP の問題は、先ほど出てたので省略をさ
せてもらって、最後に自治労連の取り組みです。
自治労連はこの提言を出して、全国の自治体と
の懇談を進めています。この 3年間で憲法キャ
ラバンというのを取り組んできましたけれど
も、3年間で 1,018 自治体、約 6割弱の自治体と
懇談をし、こういった問題を取り上げて、ご一

緒に「地方創生」、地域の問題を考えていこう
じゃないかと訴えをさせてもらっています。そ
ういうところでは、ほんとうに共感を多く得ら
れるところがあります。
ぜひこういった運動を全国で進めさせていた
だく、そして今日ご参加の皆さんのところの団
体などとも懇談などもさせてもらいながら、わ
れわれの求めるような地域づくりをやっていき
たいと思っていますので、よろしくお願いいた
します。

吉田　福島さんからの発言でおもしろいなと
思ったのは、「地方創生ビジョン」づくりに早く
から取り組んだ京丹後市の人口増の計画です。
どこの自治体の地方創生ビジョンも、だいたい
似たようなかたちで人口の増加を目指していま
すが、目標人口の達成のための具体策について
は非常にあいまいで、実現可能性については疑
問符がつきます。
問題は 20 世紀と 21 世紀の違いで、国をふく
めて地域の社会と経済を守っていくためのポイ
ントは何かということです。これから人口が確
実に減るわけです。これはしかたないことで、
もともと 20 世紀がおかしかったわけです。戦
争に負けた後の日本の人口は 7,500 万人くらい。
それから団塊の世代がわっと膨らみました。日
本とだいたい同じ国土面積がイタリアですが、
イタリアをみてみると、人口は 6,000 万人。ド
イツは日本より少し広いが 8,000 万人。ですか
ら、7,500 万弱から 1憶 3,000 億弱までいったの
が異常なんです。日本の国土面積、しかも山が
多いことを考えた場合、人間が人間らしく生き
ていくということからは、政府は 1億人を目標
にしていますが、1億人以下ぐらいが定住に可
能な面積であるはすです。
しかも先進国で、人口が減っているこの時に、
マクロで成長を考えている国は時代遅れになり
ます。人口が減っているときは一人当たりの
GDP を維持すればいいわけです。しかし先進
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国の場合、大企業は当然生産を海外に移転し、
海外でもうけます。とすると、人口を維持して
いく空洞化しない産業をどうつくっていくかが
重要ですが、ここが全然手薄になっています。
その結果、無理してでも人口を維持していこう
としています。
どうしたらいいかといえば、モデルはヨー
ロッパにあります。日本はアメリカばかりを見
ているわけですけれども、たとえばドイツが一
番強いのはグローバル展開しているフォルクス
ワーゲンがありますが、「Made in Germany」
でしかあの値段は売れない、造れないというポ
ルシェがあったりBMWがあったりします。あ
るいはベンツにしても、Eクラス以上は国内で
しか造りません。トラックとか安物は海外で造
りますけど。すなわち 21 世紀になって人口が
減っていって、成熟した社会になったときには、
途上国型の論理、日本がアメリカやヨーロッパ
に追いつこうとするときにやっていたそのまま
の発想をもっていったらだめです。
地域再生で頑張っているところでは、一時脚
光を浴び今も地道な努力が積み重ねられてい

る、長野県の小布施町という自治体があります。
江戸時代に北斎が晩年を過ごしましたが、それ
をネタにして内発的な地域再生施策を打ち出し
ています。、小布施の生活文化を軸にして、街並
み再生から始まり、売り物は地場名産の栗饅頭
や酒とか地産地消・地産外商型になっていま
す。
用語の問題として「地方創生」は中央から見
てふさわしい地方ですから、どうしても採点は
中央がするわけです。「地域再生」は、その主語
は地域の住民と経営者になります。だから内発
的な発展をしていけるんです。そういう問題で
いろいろ自治体の職員の方も、政府や県など上
から言われているけどどうしたらいいかと苦し
んでいます。
現在の運動の到達点がさまざまな団体でかな
り違うのでバラバラな形で出てますけれども、
試行錯誤、苦労しながら進んできています。次
の段階はこれをどこでどう折り合いをつけて、
地域を内発的な発展で自律的に回っていく仕組
みをどうつくるのかが課題になってくると思い
ます。
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「地方創生」は
「記憶を消し去る」まちづくり

最後にまとめの総括させていただきます。今
日議論になった点は、まちが住みにくくなった、
壊れている、そういういう形で進んでいるとい
うことです。このシンポ、あるいは労働組合、
民商、中小企業家同友会の目的は、すべて地域
に根差して、持続可能な会社、お店をつくって
いくことです。働いている人は縁があってそこ
で働いた。そしたらそこで働き続け、住み続け
たい、そういうような形のまちをもういっぺん
つくっていこう、地域づくりをしていこうとい
うことですね。
もう一度確認しておかないといけないのは、
いままでいろいろ発言があった、政府がやって
る「地方創生」戦略というのは、「記憶を消し去
る」まちづくりなんです。東京などで見たらわ
かるように、家とかを建物からスコーンと全部
変えて、企業とか一過性の遊びに来る人間に
とってふさわしいまちをつくっていく。これを
やると常に造っては壊し、造っては壊しとリフ
レッシュしないといけない。時代遅れになった
らもう使い物にならないわけですから、そこに
は住む人間はいない空間になってしまいます。
われわれがめざすのは、「記憶を消し去る」ま
ちづくりで地域の仕事を起こしているというの
でなくて、「記憶を重ねる」まちづくりです。
きっちりと過去の生活習慣とか地域文化を生か
しつつ、同じ時代の流れに乗っかって、上をだ
んだんリフレッシュしていく。世界中で爆買い
するような客を一生懸命集めるんじゃなくて、

持続可能で、リピーターになってきて、常に安
定した観光収入とか、地場産品を買ってくれる
地域というのは、ヨーロッパに多いですけれど
も、基本的なまちづくりは「記憶を重ねる」ま
ちづくりをやってます。

持続可能な先進国には
文明型産業と物価型産業が存在する

「記憶を重ねる」まちづくり、「記憶を重ね
る」生活をやっていくと、本物を使います。本
物は値打ちのあるものですから、これは使い尽
くしていく。だから必ず修理屋があるんです。
昔は日本でも本物の物を作っていました。そし
たら大阪、東京、北海道、九州、当然気候も風
土も違って、机の素材とか、水屋の形とかも
違ってくる。それは地産地消でぐるぐる回って
いく。それを家族生活のなかでちゃんと記憶を
伝えて、家庭生活の教育のなかで、物を見る目、
扱い方などが伝えられていく。だから修理屋は、
非常に大きな役割もってくる。修理屋の場合に
は技能の熟練は当然必要なってきます。
いまは要するに使い捨て型中心になってきて
いるので、修理屋なんてなくなってしまってい
ます。すると、物の大切さとか、本物を見抜く
能力がなくなってしまう。ということはブラン
ド物が作れない、そんな国になってしまう。こ
れは先進国じゃ恥ずかしいわけですね。つまり、
持続可能な先進国の場合には、文明型の産業と、
それからその国・地域独特の生活文化にかかわ
る消費財が高いレベルで物価型産業として存在
してるわけで、それを担えていくというのが基
本的に地域密着の中小企業であります。

シンポジウム　まとめ
めざすのは「記憶を重ねる」まちづくり

コーディネーター　　　 　　
駒澤大学教授　吉田 敬一
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問題はそれを売るのも地域密着のお店でない
といけないわけです。日本の場合の地産地消の
弱点は、ヨーロッパは地産地消は地域で作った
物を地域のあきんどが商う地産地商です。「地
しょう」は商売の商なんです。商売の商は、価
値を実現するんです。お金に代えるんです。こ
こに中央の問屋とか商社が入ってきたら、一生
懸命地域で物を作っても、価値に実現して利潤
を吸い上げるところが外部商人になるわけなの
で、すべて東京に回ってしまう。これではだめ
です。だから、地域振興の場合は、地産地消の
場合、作ることばっかり考えてもいけないので、
それを金に代えていく商業機能のところをきち
んとやらないといけない。

まずは「地消地産」

それとともに、じゃ、何にもないところはど
うするのかというと、これもヨーロッパに見本
があるわけで、地産地消の逆転です。「地消地
産」、地域で消費している物で地域で作れる物
はないのか。地域で消費してる物にはいろんな
物があります。でも、ほとんどは外部から購入
しています。
ヨーロッパではオーストリアとかドイツで再
生エネルギーが発展しました。オーストリアの
ギュッシングというちっぽけな村から始まった
んですけども、そこは何にもない、木しかない
ところです。でも、一番地域外に出てる金は電
力料金、あるいは寒いところなので暖房費なん
です。そしたら、周りに木があるじゃないかと、

これを使ってバイオマスをやれば外へ出ていく
金がなくなる。ちっぽけではあるけれども、地
域内で雇用も増えていく。
そういうことを先発でやったら、ちょうど
チェルノブイリとかいろんな問題があったりし
て、再生エネルギーになったら、実験で最初に
木質バイオマスで、小さなロットのニーズで対
応したのはどこだろうというので、じゃ、そこ
に行って見本市をやろうかというのでかかわっ
てきた。
だから、何もないところは無理して地産地消
でネタをつくることよりも、まず地消地産、地
域のなかで消費や生活で使っている金で無駄に
外に出ていっている、そういうネタで地域内で
できるものはないのかと考える。そのなかで、
企業家精神が発揮されていったら新しい発想も
出てくると思います。そういういろんなネタは、
実は日本の各地域であるわけです。
今後は、中央の政府の方針とは違う形で生ま
れてきているいろんな運動や成功している自治
体が果たしている役割というのが大きいので、
そういうところに踏み込んで、我が地域では何
ができるのかと、さらに攻めの一歩の議論に
入っていければと思います。
そういう点では、このシンポも 3回目でひと
つの質的な転機を迎えたのではないかなと思い
ます。今日は非常にスムーズに進行ができて、
獲得目標もそこそこ獲得できたのではないかな
と思います。4人のパネラーの方、今日はどう
もありがとうございました。



─ 33 ─

皆さま、お疲れさまでした。
選挙に追われた夏の影響で、この秋は毎週土
日曜日は何らかの催しがあるなかでのシンポジ
ウムでした。昨年に比べてご出席者数は少しば
かり減りましたが、この行楽日和のなか、こう
して熱心な皆さんに集まっていただき本当にあ
りがとうございました
今回、4人のパネラーの方や、発言者の方、立
場や環境の違う方々が、それぞれに努力なさっ
て、地域再生に向けて頑張られておられること
がよくわかりました。私は東京に住んでいます
ので嫌なことが多いのですが、今日のシンポジ
ウムが転機になった気がします。
ずいぶん昔ですけど、日本で「1億総中流意
識」というのがありました。この善し悪しは別
として、その頃にはまだ夢や希望があったよう
な気がします。今は、一部の大企業だけがぼろ
もうけし、中小企業がひどい目に合っている。
私も業者の一人として、この状態を変えるたた
かいをしなければと思います。
まだ積極的に活用されていませんが、2014 年
に国会で「小規模企業基本法」が全党一致で成
立しました。このような良い法律はどんどん使

うべきです。昨年自治体交渉に行った時には、
職員のなかにこの法律を知らない人がいました
が、今年はみんなが知っていました。私は小冊
子を示して、「自治体には小規模企業を支援す
る責務がある」というところを、声を出して読
んでもらうように致しました。自治体が目を向
けてくれるようになったことに少しは役立った
かなと感じています。
今回の TPP や、少し前の戦争法案、ああい
う悪い法律は強行採決しないと通らない。強行
採決するようなものを通すような社会ではいけ
ないと思うんです。それには、最初に吉田先生
がおっしゃった「地方創生」を「中央創生」、中
央からやり直してもらうということになるよ
う、私たちは力を注がなきゃいけません。
パネラーの方が「外堀から埋めよう」と言っ
てらっしゃいました。運動というのは徐々にや
らなきゃいけないこともありますが、こういう
シンポジウムはどんどんやって、どんどん参加
していただいて、どんどんみんなが知るってい
うことが、一番大事だと思っております。
これをもちまして閉会のあいさつとさせてい
ただきます。本当にお疲れさまでした。

閉会あいさつ
「小規模企業基本法」をどんどん使って
外堀を埋めていこう

東商連副会長　武藤 幸子
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